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税務訴訟資料 第２６１号－１３（順号１１６０３） 

東京地方裁判所 平成●●年（○○）第●●号 法人税更正処分取消請求事件 

国側当事者・国（東京上野税務署長） 

平成２３年１月２８日棄却・控訴 

 

判 決 

原告         Ａ株式会社 

代表者代表取締役   甲 

訴訟代理人弁護士   笠原 慎一 

           飯田 豊浩 

           高取 由弥子 

           桜木 佳子 

           石﨑 弘規 

被告         国 

代表者法務大臣    江田 五月 

処分行政庁      東京上野税務署長 

           藤岡 龍男 

指定代理人      磯村 建 

           馬田 茂喜 

           譜久村 意次 

           田中 正美 

           久田 治伸 

 

主 文 

１ 原告の請求をいずれも棄却する。 

２ 訴訟費用は、原告の負担とする。 

 

事実及び理由 

第１ 請求 

１ 東京上野税務署長が原告に対して平成１９年３月２７日付けでした、原告の同１５年４月１日

から同１６年３月３１日までの事業年度の法人税の更正処分（ただし、同２１年１月１５日付け

裁決により一部取り消された後のもの）のうち納付すべき税額１４億８１５３万９２００円を超

える部分及び過少申告加算税賦課決定処分を取り消す。 

２ 東京上野税務署長が原告に対して平成１９年３月２７日付けでした、原告の同１６年４月１日

から同１７年３月３１日までの事業年度の法人税の更正処分（ただし、同２１年１月１５日付け

裁決により一部取り消された後のもの）のうち納付すべき税額７億９５７３万６４００円を超え

る部分及び過少申告加算税賦課決定処分（ただし、同２１年１月１５日付け裁決により変更され

た後のもの）を取り消す。 

３ 東京上野税務署長が原告に対して平成１９年３月２７日付けでした、原告の同１７年４月１日
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から同１８年３月３１日までの事業年度の法人税の更正処分（ただし、同２１年１月１５日付け

裁決により一部取り消された後のもの）のうち納付すべき税額１０億９４４０万０２００円を超

える部分及び過少申告加算税賦課決定処分（ただし、同２１年１月１５日付け裁決により変更さ

れた後のもの）のうち税額１１４万円を超える部分を取り消す。 

第２ 事案の概要 

１ 本件は、原告が、平成１５年４月１日から同１６年３月３１日まで（以下「平成１６年３月期」

という。）、同年４月１日から同１７年３月３１日まで（以下「平成１７年３月期」という。）及

び同年４月１日から同１８年３月３１日まで（以下「平成１８年３月期」という。）の各事業年

度（以下「本件各事業年度」という。）の法人税について、子会社に出向させた原告の従業員に

対して支払った給与の支給額の合計額から出向負担金名目で同子会社から支払を受けた上記給

与の支給額の合計額の約５０％に相当する金額を差し引いた額（以下「給与負担差額」という。）

を、損金の額に算入してそれぞれ確定申告を行ったところ、東京上野税務署長が、給与負担差額

は法人税法（平成１８年法律第１０号による改正前のもの。以下同じ。）３７条の寄附金に該当

し、損金の額に算入することはできないとして、本件各事業年度につきそれぞれ更正処分及び過

少申告加算税賦課決定処分をしたことから、原告が上記各処分（ただし、裁決により一部取り消

され、又は変更された後のもの）の取消しを求める事案である。 

２ 前提事実 

 本件の前提となる事実は、次のとおりである。証拠により容易に認めることができる事実等は、

その旨付記しており、それ以外の事実は、当事者間に争いがない。 

(1) 原告は、電気工事、電気通信工事、管工事、土木工事、消防施設工事、鋼構造物工事、塗

装工事及び機械器具設備工事の請負、企画、設計及び監理等を業とする株式会社である。（甲

１） 

 また、Ｂ株式会社（以下「Ｂ」という。）は、電気工事、電気通信工事、消防施設工事及び

管工事の設計、積算及び施工等を業とする株式会社であり、原告がその株式のすべてを所有す

る、原告の完全子会社である。（甲２） 

(2) 原告とＢは、平成１１年４月１日、原告からＢに出向させる原告の従業員の取扱いに関す

る協定書（以下「本件協定書」という。）を作成した。本件協定書第３条は、原告からＢに出

向する原告の従業員に対する給与は、原告が原告の規程により支給し、Ｂは、当該給与に係る

負担金を原告に支払うものとしている。（乙５） 

(3) 原告は、本件各事業年度において、本件協定書に基づき、原告の従業員をＢに出向させ（以

下「本件出向」という。）、これらの従業員のうち、Ｂのサポート事業本部以外の部署に所属す

る者（平成１６年３月期は４２名、平成１７年３月期は４１名、平成１８年３月期は３３名。

以下「本件出向者」という。）に対しては、原告がその給与を支給した上で、その合計額の約

５０％に相当する金額（以下「給与負担金額」という。）をＢから出向負担金名目で受領した。

すなわち、本件出向者に対する給与の合計額のうち、給与負担金額をＢが負担し、その余（給

与負担差額）を原告が負担した。 

 本件各事業年度における本件出向者の給与の合計額、給与負担金額（Ｂ負担分）及び給与負

担差額（原告負担分）は、次のとおりである。（乙７から９まで） 

ア 平成１６年３月期 

(ア) 本件出向者の給与の合計額 ３億５２９０万０２０４円 
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(イ) 給与負担金額（Ｂ負担分） １億７６４５万０１０２円 

(ウ) 給与負担差額（原告負担分） １億７６４５万０１０２円 

イ 平成１７年３月期 

(ア) 本件出向者の給与の合計額 ３億９１９３万２１５６円 

(イ) 給与負担金額（Ｂ負担分） １億９５９６万６０７８円 

(ウ) 給与負担差額（原告負担分） １億９５９６万６０７８円 

ウ 平成１８年３月期 

(ア) 本件出向者の給与の合計額 ３億１０５７万３５８９円 

(イ) 給与負担金額（Ｂ負担分） １億５５２８万６９７５円 

(ウ) 給与負担差額（原告負担分） １億５５２８万６６１４円 

(4) 原告は、本件各事業年度の法人税について、給与負担差額を損金の額に算入してそれぞれ

確定申告を行ったが、これに対し、東京上野税務署長は、給与負担差額が法人税法３７条の寄

附金に該当するなどとして、それぞれ更正処分等をした。 

 本件各事業年度における原告の確定申告、東京上野税務署長による更正処分及び過少申告加

算税賦課決定処分、原告の異議申立てとこれに対する決定、原告の審査請求とこれに対する裁

決の経緯及びその内容は、別紙１の別表１から３までのとおりである（以下、本件各事業年度

に係る原告の法人税について東京上野税務署長が平成１９年３月２７日付けでした各更正処

分（ただし、いずれも同２１年１月１５日付け裁決により一部取り消された後のもの）及び各

過少申告加算税賦課決定処分（ただし、平成１７年３月期及び平成１８年３月期については同

裁決により変更された後のもの）をそれぞれ「平成１６年３月期更正処分」、「平成１６年３月

期賦課決定処分」等という。また、本件各事業年度の法人税に係る各更正処分を併せて「本件

各更正処分」と、各賦課決定処分を併せて「本件各賦課決定処分」とそれぞれいう。）。（乙１

７） 

(5) 原告は、平成２１年７月１４日、本件訴えを提起した。（当裁判所に顕著な事実） 

３ 争点 

(1) 給与負担差額は、法人税法３７条の「寄附金」に該当するか。 

(2) 原告が本件各事業年度の法人税について給与負担差額を損金の額に算入して申告したこと

に、国税通則法６５条４項の「正当な理由」があるといえるか。 

４ 当事者の主張の要旨 

(1) 争点(1)（給与負担差額の寄附金該当性）について 

（被告の主張） 

ア 出向者に対する給与は、原則として当該出向者から労務の提供を受けている出向先法人が

負担すべきものであるから、仮に、出向元法人が出向者に対する給与の全部又は一部を負担

している場合には、出向元法人が負担した金額は、出向先法人に対して経済的利益を供与し

たものにほかならず、法人税法３７条の寄附金に該当することになる。 

 もっとも、上記寄附金に該当するか否かは、その行為について通常の経済取引として是認

できる合理的理由が存在しないものか否かにより判断すべきものであり、出向元法人が出向

先法人との間の給与較差部分に相当する金額を負担する場合（法人税基本通達（以下「基本

通達」という。）９－２－４７参照）や、その負担が業績不振の子会社の倒産を防止するた

めにやむを得ず行われるもので、合理的な再建計画に基づくものである場合（基本通達９－
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４－２参照）等、出向元法人が出向者に対する給与の全部又は一部を負担することに合理的

な理由が存在すれば、その負担額は上記寄附金に該当しない。 

イ しかし、原告は、何らの具体的根拠もなく、単にＢが本件出向者の給与の合計額に相当す

る給与負担金を支払うことができないから、Ｂの負担能力を考慮して給与負担金額を本件出

向者の給与の合計額の５０％に相当する額と決定し、その余の金額（給与負担差額）を負担

したにすぎないのであり、そこに合理的な理由は何ら認められない。 

(ア) 原告が主張する、原告とＢとの間の給与較差なるものは、要するに、低コスト化を図

るため、従前原告が行ってきた業務を人件費の低廉なＢに業務委託する以上、両者の間に

給与較差があることが当然の前提であるとする極めて抽象的なものであり、本件出向者が

Ｂの社員であると仮定して、Ｂの給与規程に個別に本件出向者の勤務条件等を適用した場

合に算定される額と本件出向者の給与との差額を計算するといった個別具体的なもので

はない。 

 本件出向者に係る原告の給与負担金額を決定した時点において、原告からの出向者では

ないＢ固有の従業員（以下「プロパー従業員」という。）は存在せず、その給与額も定め

られていなかったことからすれば、そもそも、給与負担金額を決定する際に基準となるべ

き原告とＢとの間の現実の給与較差というものを観念することはできない。原告が甲２４

から２６までを基に原告とＢとの間の給与較差として計算したものは、給与負担金額の検

討において現実に参考とされたものではなく、飽くまでも、本件訴えの提起後に事後的に

シミュレーションされたものにすぎないから、これをもって、当時原告とＢとの間に給与

較差が存在していたものとみることはできない上、給与負担金額の決定過程とは無関係に、

事後的に給与較差があったことを立証できたとしても、その分を切り分けて寄附金の額か

ら減額すべきことにはならない。 

(イ) また、本件出向に係る原告の内部資料においても、本件出向者の給与の一部負担を決

定するに当たって、Ｂがその全額を負担した場合のＢの経営状態、その将来予測等を具体

的に検討した事実や、原告がＢの倒産等の防止のために具体的な再建計画を策定した事実

はうかがわれない。 

(ウ) 原告が本件出向者の給与を一部負担することの合理性を基礎付けるものとして主張

する諸事情は、いずれもＢを含めた原告のグループ全体としての経営計画や企業活動の合

理性にとどまるのであって、本件出向において、Ｂに対価なく経済的利益を移転させたこ

と自体についての合理性をいうものではない。 

ウ よって、給与負担差額は法人税法３７条の寄附金に該当し、これを損金の額に算入するこ

とはできず、原告の本件各事業年度の法人税に係る納付すべき税額等は、それぞれ別紙２の

(1)から(3)までのとおりとなるところ、本件各更正処分における課税所得金額及び納付すべ

き税額はこれらと同額であるから、本件各更正処分はいずれも適法である。 

（原告の主張） 

ア 法人間の出向は、様々な目的を持って行われており、経済社会において多様な機能を果た

しているもので、このことに照らせば、出向者の給与の一部を出向元法人が負担することの

合理性を判断するに当たっては、当該出向の経緯及び目的、当該出向が出向元法人及び出向

先法人に与える影響、出向元法人と出向先法人との間の給与較差の有無及び程度その他の諸

事情を総合的に考慮すべきである。そして、出向元法人が負担する出向者の給与の額の相当
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性を判断するに当たっては、基本的には私的自治の原則が尊重されるべきであり、上記負担

が法人間の特殊な関係に基づく租税回避のための価格操作と認めるべきものでなければ、合

理性を有するものと判断すべきである。 

イ(ア) 本件出向の実施以前において、Ｂの経営状態は安定しており、原告からの出向者を受

け入れる必要性は特段なく、本件出向は、主として原告の一般電気工事部門をめぐる経営

環境が著しく悪化する中、法令の遵守、技術力を有する従業員の離散防止等の観点から、

組織のスリム化と低コスト型外注体制の構築という専ら原告の利益を図ることを目的と

して企画され、実施されたものである。 

(イ) 本件出向が実施された当時、Ｂ以外の原告の子会社と原告との間には既に相当額の給

与較差が存在しており、本件出向の実施に先立ち、Ｂにおいても、具体的な金額がいくら

となるかはともかく、原告の基準と相当額の較差を設けた賃金表を作成することは決定さ

れていた事項であった。そして、遅くとも平成１７年１２月までには完成していたＢの賃

金表に基づいて計算すれば、本件各事業年度において、原告とＢとの間には、４１．１％

から４６．０％の給与較差が存在した。 

(ウ) 本件出向者の出向期間中、原告と本件出向者との間には雇用契約が維持されていたと

ころ、出向によって出向者に対し賃金等の労働条件で不利益を与えることは原則として許

されないから、原告は、本件出向者に対し、本件出向の実施後においても従来どおりの給

与水準を保証する義務を負っていた。しかし、Ｂが本件各事業年度において本件出向者に

係る給与全額を負担した場合には、直ちに倒産の危機にひんすることとなるため、そのよ

うな事態を防止するために、原告は、給与負担差額を負担したものである。 

ウ 本件出向者の給与のうち、原告がＢに対して負担を求めることができる額は、前記イ(イ)

の給与較差によればせいぜいその５４．０％から５８．９％程度の額であるというべきであ

り、これに加えて、同(ア)及び(ウ)の諸事情を考慮すれば、更に低額になるというべきであ

る。 

 よって、本件出向者の給与のうち現実にＢが負担した金額（本件出向者の給与額の５０％）

は、社会通念上Ｂが負担すべきものと判断される金額と同等であり、又は不相当に低額では

ないから、給与負担差額が原告のＢに対する寄附金に当たるということはできない。 

 仮に、本件出向者の給与の一部を原告が負担した行為が、Ｂに対する経済的利益の無償供

与に当たるとされるとしても、原告からＢに対する寄附金と評価することができるのは、社

会通念上Ｂが負担すべき部分を超えて原告が負担した部分のみであるというべきである。 

(2) 争点(2)（国税通則法６５条４項の「正当な理由」の有無）について 

（原告の主張） 

 原告は、本件各更正処分に先立つ調査がされるまでに、何度も東京上野税務署長による税務

調査を受けたが、Ｂへの出向者の給与の一部を負担していることについて何ら指摘されたこと

はなく、そのため、給与負担差額が寄附金に該当するなどとは全く認識していなかった。 

 そして、本件と同種の、給与負担金の寄附金該当性について判断を示した裁判例、裁決例、

通達等で公表されているものは存在しないところ、出向は種々の経済目的をもって行われるも

のであるから、出向元法人が出向者の給与の一部を負担する場合において、その負担額の合理

性を判断するに当たっては、単に出向元法人と出向先法人との給与較差の有無及び程度を確認

すれば足りるものではなく、個々の出向に至った経緯及び目的、当該出向が出向先法人及び出
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向元法人に与える影響その他の諸事情を考慮しなければならないもので、明確な判断基準はな

い。 

 このように、原告が、従前の東京上野税務署長の対応を前提として、給与負担差額を損金の

額に算入して本件各事業年度の法人税の申告をしたことには、相応の理由があり、これを覆し

て寄附金として申告することを期待できる状況にはなかった。 

 よって、本件においては、国税通則法６５条４項にいう「正当な理由」があり、本件各賦課

決定処分は取り消されるべきである。 

（被告の主張） 

ア 給与負担金の寄附金該当性を判断した裁判例又は裁決例がないことのみをもって直ちに

「正当な理由」があるといえないことは明らかであり、また、給与負担差額がＢに対する経

済的利益の供与であり寄附金に該当するとの判断は、何ら不明確な判断基準に基づくもので

はなく、出向者に対する給与に関する基本通達の取扱いが変更されたこともない。 

 さらに、課税庁が、過去の税務調査において給与負担差額が寄附金に該当する旨の指導又

は指摘をしなかったとしても、そのことから直ちに、課税庁が給与負担差額を寄附金に該当

しないものとして是認してきたとはいえず、その旨の公的見解を表示したとみなすこともで

きない。 

 よって、原告が給与負担差額を損金に計上し、給与負担差額が寄附金に当たるものとして

税額の計算の基礎とされていなかったことについて、原告の責めに帰することのできない客

観的な事情は認められず、「正当な理由」はない。 

イ 本件各更正処分に伴って原告に賦課される過少申告加算税の額は、それぞれ別紙３の(1)

から(3)までのとおりとなるところ、本件各賦課決定処分における過少申告加算税の額はこ

れらと同額であるから、本件各賦課決定処分は適法である。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 争点(1)（給与負担差額の寄附金該当性）について 

(1)ア 法人税法３７条に定める寄附金の損金不算入制度の趣旨は、寄附金も法人の純資産の減

少をもたらすものではあるが、法人が支出した寄附金の全額が無制限に損金として控除され

ることとすれば、その寄附金に対応する分だけ当該法人の納付すべき法人税額が減少し、そ

の寄附金は実質的に国庫が負担したのと同様の結果となることから、これを排除することに

あるものと解される。そして、同条７項は、寄附金の額について、「寄附金、拠出金、見舞

金その他いずれの名義をもってするかを問わず、内国法人が金銭その他の資産又は経済的な

利益の贈与又は無償の供与（括弧内省略）をした場合における当該金銭の額若しくは金銭以

外の資産のその贈与の時における価額又は当該経済的な利益のその供与の時における価額」

をいうものと規定している。 

 上記のような寄附金の損金不算入制度の趣旨及び法人税法３７条の規定の内容からすれ

ば、同条の「寄附金」は、民法上の贈与に限らず、経済的に見て贈与と同視し得る資産の譲

渡又は利益の供与であれば足りるというべきである。そして、ここにいう「経済的に見て贈

与と同旨し得る資産の譲渡又は利益の供与」とは、資産又は経済的利益を対価なく他に移転

する場合であって、その行為について通常の経済取引として是認できる合理的理由が存在し

ないものを指すものと解するのが相当である。 

 イ 出向とは、一般的に、労働者が自己の雇用先の法人に在籍したまま、他の法人の事業所
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において、相当長期間にわたって当該他の法人の業務に従事することをいい、出向者は、出

向先法人の指揮命令の下で出向先法人のために労務の提供をするものであるところ、労働者

の給与は労務提供の対価であるから、労務の提供を受ける法人が当該労働者の給与を負担す

るのが原則であり、したがって、出向者に対する給与は、労務の提供を受ける出向先法人に

おいて負担するのが原則であるということができる。そうすると、出向元法人が出向者に対

する給与の全部又は一部を負担している場合には、このような負担をすることについて通常

の経済取引として是認できる合理的な理由がなければ、出向元法人が負担した金額は、出向

先法人に対して経済的利益を供与したものということになり、法人税法３７条の寄附金に該

当するというべきである。 

 ウ そこで、本件においては、原告が本件各事業年度における本件出向者に対する給与の一

部（給与負担差額）を負担したことについて、通常の経済取引として是認できる合理的な理

由があるか否かが問題となる。 

 なお、原告は、出向元法人が出向者の給与を負担した場合に、その負担が法人間の特殊な

関係に基づく租税回避のための価格操作と認めるべきものでなければ、上記の合理的な理由

があるものと判断すべきである旨主張する。しかし、租税回避のための価格操作として出向

元法人による出向者の給与の負担がされた場合に、上記の合理的な理由の存在が否定される

ことは当然であるとしても、前記アで説示したような寄附金の損金不算入制度の趣旨及び法

人税法３７条の規定の内容に照らせば、寄附金に該当する支出を上記のように限定的に解す

ることは相当でなく、原告の上記主張は採用できない。 

(2) 前記第２の２の前提事実に加え、証拠（該当箇所に付記したもの）及び弁論の全趣旨によ

れば、以下の事実を認めることができる。 

ア 原告は、電気設備工事を主たる事業としているところ、公共投資の削減に伴う受注競争の

激化や材料費、労務費等の高騰により、厳しい経営状況にあり、特に、一般電気工事部門で

は減収が続いていた。原告は、その主たる原因が、工事施工高に比べて過剰な人員を抱えて

いることにあるとして、平成１４年頃から、要員流動化策を実施することとした。 

 Ｂは、従前は主として原告が購入する工事材料の購入代理を行っており、原告における中

高年齢の従業員の雇用の受け皿という性格の強い会社であったところ、原告は、従業員をＢ

へ出向させると共に、これらの出向者によって、原告が行っている電気設備工事全般に関わ

る周辺分野の事業等をＢにおいて創出させ、又は発展させ、また、原告の従業員と比較して

賃金の安いＢのプロパー従業員の雇用を実施し、これを拡大した上で、原告からの出向者に

よる教育を通じてプロパー従業員の技術力を向上させ、低コスト型外注体制を整備すること

によって、グループ全体での収益向上を目指すこととした。Ｂは、平成１５年４月１日付け

で商号を従前の「Ｃ株式会社」から現在のものに変更するとともに、その業務を順次拡大し、

また、原告からの出向者の受入れを拡大した。本件出向者は、本件各事業年度において、原

告から出向してＢの業務に従事した。（甲２、甲４から６まで（枝番を含む。）、甲８から１

７まで、甲３０） 

イ(ア) 原告は、前記アのような要員流動化策の一貫として原告の従業員をＢに出向させるに

当たり、出向者には給与面で不利益を与えないこととする一方で、その給与の負担につい

ては、経営企画本部長ほか３名作成に係る平成１５年２月２８日付けの「出向社員の取り

扱いについて」と題する事務連絡文書において、同年４月１日以降に流動化要員としてＢ
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へ出向する従業員の人件費の５０％を出向元である原告の負担とすることを決定した。こ

の取扱いは、本件各事業年度においても継続され、本件出向者の給与についても、その約

５０％に当たる給与負担差額を原告が負担した。（乙１０、１１） 

(イ) 原告は、Ｂにおいて、平成１８年４月１日からＢのプロパー従業員を採用することと

し、その頃までには、Ｂにおけるプロパー従業員に係る賃金表が作成されたが、それ以前

にＢのプロパー従業員は存在せず、プロパー従業員に係る賃金表も作成されていなかった。

そのため、前記(ア)のとおり出向者に係る給与を原告が負担すること及びその負担額を給

与の５０％相当額とすることを決定するに当たっては、Ｂの給与ベースが原告よりも低い

ことが前提とされ、また、本件出向が原告の都合で行われるものであることや、Ｂに出向

者の給与全額を負担させることは困難であることなどが強く考慮されたものの、Ｂの賃金

表に基づく計算を踏まえて、原告とＢとの間の具体的な給与較差の存在及び程度が確認さ

れていたわけではなかった。（甲１９、３０） 

(3) 前記(2)アの認定事実のとおり、本件出向者は、本件各事業年度において、Ｂの業務に従事

したのであるから、原則として、その労務の提供を受けたＢが本件出向者の給与の全額を負担

すべきものであるということができるところ、これについて、原告は、原告とＢとの間には給

与較差が存在し、給与負担差額の負担は、その補塡のために行われたものであるから、通常の

経済取引として是認できる合理的な理由がある旨主張する。 

ア そこで検討するに、法人の従業員が他の法人に出向する場合に、出向元法人と出向者との

間において雇用契約が維持されているときは、出向者としては、その出向後においても従来

どおりの労働条件を保証するよう出向元法人に対して要求することができ、出向者の給与を

出向先法人が自己の賃金表等に基づいて負担金等として支出し、又は出向者に直接支給する

場合には、出向元法人においてその給与の較差部分に相当する金額を負担しなければならな

いことになる。そして、この場合の出向元法人における給与の較差部分の負担は、その出向

者の労務が出向先法人に提供されていても、当該部分の負担を当然にその出向先法人に対し

て強制できるものではなく、出向先法人においてこれを負担し得ない事情があるときは、出

向元法人においてこれを負担しなければならないものである。 

 そうすると、上記のような場合には、給与較差の補填のために出向元法人から出向者に対

して支給される金額は、本来の雇用契約に基づくものであり、また、その出向は出向元法人

の業務の遂行に関連して行われるのが通常であって、出向元法人が給与の較差部分に相当す

る金額を負担することには合理的な理由があるということができ、その負担部分に係る金額

は、法人税３７条の寄附金には該当せず、出向元法人において損金の額に算入できるものと

することが相当である（基本通達９－２－４７は、その旨を定めている。）。 

 しかしながら、前記(2)イ(イ)の認定事実のとおり、原告からＢへの出向者に係る給与の

一部を原告が負担すること、及びその負担額を給与の５０％相当額とすることが決定された

時点で、Ｂにプロパー従業員は存在せず、プロパー従業員に係る賃金表も作成されていなか

ったものであり、原告とＢとの間に具体的な給与較差が存在したものと認めることはできな

い。Ｂが原告の子会社であり、原告の他の子会社の給与ベースが原告よりも低いこと（甲２

０から２２まで（枝番を含む。））からすれば、Ｂの給与ベースも同様に原告より低いものと

されることが自然であるということができ、このことをもって、原告とＢとの間に給与較差

が存在したと見る余地があるとしても、その給与較差は、いまだ抽象的な、又は一般的なも
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のにとどまっていたものというほかない。 

 原告は、甲２４から２６までを基に、原告とＢとの間には４１．１％から４６．０％の給

与較差が存在した旨主張するが、上記の数値は事後的に算出されたものにすぎず、原告から

Ｂへの出向者の給与に係る原告の負担額が決定された時点で、原告において、上記のような

給与較差の存在及び程度が認識されていたものではない。さらに、給与較差を補塡するため

に出向者に係る給与の一部を負担するのであれば、各出向者の個別の給与較差を具体的に算

出した上でその負担額を決定すべきものと解されるところ、本件においては、本件出向者に

つき一律に、原告が主張する上記の給与較差をも上回る５０％の割合でその給与の一部を原

告が負担していたものであり、その具体的な根拠は明らかでない。 

 そして、上記負担額の決定に当たって、本件出向が原告の都合で行われるものであること

や、Ｂに出向者の給与全額を負担させることは困難であることなど、原告とＢとの間の給与

較差の存在及び程度とは直接に関係のない事情が強く考慮されたことは、前記(2)イ(イ)の

認定事実のとおりである。 

ウ そうすると、原告による給与負担差額の負担は、その全体について、原告とＢとの間の給

与較差を補塡するためにされたものであるということはできない。 

(4) また、原告は、出向者の給与の一部を出向元法人が負担することの合理性を判断するに当

たっては、出向元法人と出向先法人との間の給与較差の有無及び程度のほか、当該出向の経緯

及び目的、当該出向が出向元法人及び出向先法人に与える影響等の諸事情を総合的に考慮すべ

きであるとの見解を前提に、Ｂが本件各事業年度において本件出向者に係る給与全額を負担し

た場合には、直ちに倒産の危機にひんすることなども考慮すれば、原告が給与負担差額を負担

することには通常の経済取引として是認できる合理的な理由がある旨主張する。 

ア しかし、出向者の給与に係る出向元法人の負担額が法人税法３７条の寄附金に該当するか

否かの判断に当たって検討の対象となるのは、飽くまでも、出向者による労務の提供を受け

た出向先法人がその給与の全額を負担すべきであるという原則に反して出向元法人がその

一部を負担すること自体の合理性の有無であるというべきである。 

 原告の上記主張は、要するに、要員流動化策の一環としての本件出向が成り立つためには、

原告のＢに対する経済的利益の供与が不可欠であった旨をいうにすぎないのであり、このこ

とによって、本件出向者による労務の提供を受けたＢがその給与の全額を負担すべきである

という原則に反して原告が給与負担差額を負担することの合理性が根拠付けられるもので

はない。 

 なお、原告の上記主張は、原告による給与負担差額の負担がＢの倒産を防止するためにや

むを得ず行われたものである旨をいうものとも解される。しかし、証拠（甲２７の１から１

１まで）によれば、本件出向が実施される以前においてＢの経営状況に特段の問題はなかっ

たことが認められるところ、Ｂが原告からの出向者に係る給与全額を負担することによって

倒産の危機にひんするというのであれば、それは正に本件出向に基因するものなのであるか

ら、これを回避するためには、本件出向自体を取り止めれば足りるというべきであり、原告

が、Ｂに倒産のおそれを生じさせる本件出向を自ら実施しながら、一方で給与負担差額を負

担したとしても、このような負担が、業績不振の子会社の倒産を防止するためにやむを得ず

行われるもの（基本通達９－４－２参照）と認められるものでないことは明らかである。 

(5) そうすると、原告が本件各事業年度における本件出向者に対する給与の一部（給与負担差
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額）を負担したことについて、通常の経済取引として是認できる合理的な理由はないものとい

わざるを得ないから、給与負担差額は、法人税法３７条の寄附金に当たるというべきである。

そして、原告の本件各事業年度の法人税に係る納付すべき税額等に関する被告の主張（別紙２

の(1)から(3)まで）のうち、上記以外の点については、原告もこれを争わず、また、上記主張

に係る税額の計算の過程等にも特段不合理な点は見当たらないから、本件各更正処分はいずれ

も適法である。 

２ 争点(2)（国税通則法６５条４項の「正当な理由」の有無）について 

(1) 過少申告加算税は、過少申告による納税義務違反の事実があれば、原則としてその違反者

に対し課されるものであり、これによって、当初から適法に申告し納税した納税者との間の客

観的不公平の実質的な是正を図るとともに、過少申告による納税義務違反の発生を防止し、適

正な申告納税の実現を図り、もって納税の実を挙げようとする行政上の措置であるところ、国

税通則法６５条４項にいう「正当な理由があると認められる」場合とは、真に納税者の責めに

帰することのできない客観的な事情があり、上記のような過少申告加算税の趣旨に照らしても、

なお、納税者に過少申告加算税を賦課することが不当又は酷になる場合をいうものと解するの

が相当である（最高裁平成●●年（○○）第●●号同１８年４月２０日第一小法廷判決・民集

６０巻４号１６１１頁等参照）。 

 原告は、本件各更正処分に先立つ調査がされるまでに何度も税務調査を受けたが、Ｂへの出

向者の給与の一部を負担していることについて何ら指摘されたことはなかったとして、国税通

則法６５条４項の「正当な理由」がある旨主張する。しかし、原告が主張するような上記事情

があったとしても、そのことから直ちに、課税庁において、給与負担差額を寄附金に該当しな

いものとして是認してきたということはできず、その旨の公的見解を表示したとみなすことも

できない。 

 原告が主張するその他の事情を考慮しても、本件各事業年度の法人税の申告において、原告

が給与負担差額を損金の額に計上し、給与負担差額が寄附金に当たるものとして税額の計算の

基礎とされていなかったことにつき、真に原告の責めに帰することのできない客観的な事情が

あるということはできず、国税通則法６５条４項の「正当な理由」があるとは認められない。 

(3) そして、本件各事業年度において原告に課されるべき過少申告加算税の額は、それぞれ別

紙３の(1)から(3)のとおりであると認められるから、本件各賦課決定処分はいずれも適法であ

る。 

３ よって、原告の請求はいずれも理由がないから、これらをいずれも棄却することとし、訴訟費

用の負担につき、行政事件訴訟法７条、民訴法６１条を適用して、主文のとおり判決する。 

 

東京地方裁判所民事第３８部 

裁判長裁判官 杉原 則彦 

   裁判官 波多江 真史 

   裁判官 財賀 理行 
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（別紙１） 

別表１ 平成１６年３月期の法人税に関する経緯 （単位：円） 

区分 年月日 所得金額 
納付すべき 

法人税額 
過少申告加算税 重加算税 

確定申告 平成16年6月25日 4,972,961,072 1,399,249,600 － －

更正処分 平成17年4月27日 5,227,252,691 1,481,539,200 6,158,000 7,245,000

更正処分 平成19年3月27日 5,382,589,163 1,528,140,300 2,943,000 6,006,000

異議申立 平成19年5月25日 5,227,252,691 1,481,539,200 0 0

同上決定 平成19年12月20日 棄却 

審査請求 平成20年1月17日 5,227,252,691 1,481,539,200 0 0

同上裁決 平成21年1月15日 5,325,364,013 1,510,972,800 2,943,000 0

 

別表２ 平成１７年３月期の法人税に関する経緯 （単位：円） 

区分 年月日 所得金額 
納付すべき 

法人税額 
過少申告加算税 重加算税 

確定申告 平成17年6月24日 3,427,954,473 795,736,400 － －

更正処分 平成19年3月27日 3,602,640,092 848,142,200 3,650,000 5,565,000

異議申立 平成19年5月25日 3,427,954,473 795,736,400 0 0

同上決定 平成19年12月20日 棄却 

審査請求 平成20年1月17日 3,427,954,473 795,736,400 0 0

同上裁決 平成21年1月15日 3,555,051,859 833,865,500 3,812,000 0

 

別表３ 平成１８年３月期の法人税に関する経緯 （単位：円） 

区分 年月日 所得金額 
納付すべき 

法人税額 
過少申告加算税 重加算税 

確定申告 平成18年6月23日 3,772,568,133 1,078,428,200 － －

更正処分 平成19年3月27日 3,934,515,499 1,127,012,300 3,446,000 4,942,000

異議申立 平成19年5月25日 3,825,808,133 1,094,400,200 1,140,000 1,599,500

同上決定 平成19年12月20日 棄却 

審査請求 平成20年1月17日 3,825,808,133 1,094,400,200 1,140,000 1,599,500

同上裁決 平成21年1月15日 3,906,100,407 1,118,487,800 3,548,000 1,599,500
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（別紙２） 

原告の本件各事業年度の法人税に係る納付すべき税額等 

(1) 平成１６年３月期 

ア 課税所得金額（別表Ｉ③欄） ５３億２５３６万４０１３円 

 上記金額は、次の(ア)の金額に(イ)の金額を加算した金額である。 

(ア) 東京上野税務署長が平成１７年４月２７日付けでした原告の平成１６年３月期の法人税

の更正処分（以下「前回更正処分」という。）における課税所得金額（別表Ⅰ①欄） 

 ５２億２７２５万２６９１円 

 上記金額は、前回更正処分における課税所得金額である。 

(イ) 寄附金の損金不算入額（別表Ⅰ②欄） ９８１１万１３２２円 

 上記金額は、Ｂに出向した原告の従業員のうち４２名に対する給与の支給額の合計３億５２

９０万０２０４円のうち原告が負担した金額（１億７６４５万０１０２円）を支出寄附金の額

に含めて寄附金の損金不算入額を再計算したことにより増加した寄附金の損金不算入額であ

る。 

イ 課税所得金額に対する法人税額（別表Ⅰ④欄） １５億９７６０万９２００円 

 上記金額は、前記アの課税所得金額（国税通則法１１８条１項の規定に基づき１０００円未満

の端数を切り捨てた後のもの）に法人税法６６条（ただし、経済社会の変化等に対応して早急に

講ずべき所得税及び法人税の負担軽減措置に関する法律１６条１項の規定を適用した後のもの）

に規定する税率を乗じて計算した金額である。 

ウ 法人税額から控除される特別控除額（別表Ⅰ⑤欄） ６３４７万７３０５円 

 上記金額は、前回更正処分における法人税額から控除される特別控除額と同額である。 

エ 法人税額に加算される使途秘匿金に対する税額（別表Ⅰ⑥欄） ７９万２０００円 

 上記金額は、前回更正処分における法人税額に加算される使途秘匿金に対する税額と同額であ

る。 

オ 法人税額計（別表Ⅰ⑦欄） １５億３４９２万３８９５円 

 上記金額は、前記イの金額から同ウの金額を差し引いた金額に同エの金額を加算したものであ

る。 

カ 法人税額から控除される所得税額（別表Ⅰ⑧欄） ２３９５万１０４６円 

 上記金額は、前回更正処分における法人税額から控除される所得税額と同額である。 

キ 納付すべき税額（別表Ⅰ⑨欄） １５億１０９７万２８００円 

 上記金額は、前記オの金額から同カの金額を差し引いた金額（国税通則法１１９条１項の規定

に基づき１００円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

ク 既に納付の確定した本税額（別表Ⅰ⑩欄） １４億８１５３万９２００円 

 上記金額は、前回更正処分における納付すべき法人税額である。 

ケ 差引納付すべき税額（別表Ⅰ⑪欄） ２９４３万３６００円 

 上記金額は、前記キの金額から同クの金額を差し引いた金額で、平成１６年３月期更正処分に

より原告が新たに納付すべき法人税額である。 

(2) 平成１７年３月期 

ア 課税所得金額（別表Ⅱ④欄） ３５億５５０５万１８５９円 

 上記金額は、次の(ア)の金額に(イ)の金額を加算した金額から(ウ)の金額を差し引いた金額で
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ある。 

(ア) 確定申告における所得金額（別表Ⅱ①欄） ３４億２７９５万４４７３円 

 上記金額は、原告が平成１７年６月２４日に東京上野税務署長た提出した平成１７年３月期

の法人税の確定申告書（以下「平成１７年３月期確定申告書」という。）に記載された所得金

額である。 

(イ) 寄附金の損金不算入額（別表Ⅱ②欄） １億３６５１万５９８６円 

 上記金額は、Ｂに出向した原告の従業員のうち４１名に対する給与の支給額の合計３億９１

９３万２１５６円のうち原告が負担した金額（１億９５９６万６０７８円）を支出寄附金の額

に含めて寄附金の損金不算入額を再計算したことにより増加した寄附金の損金不算入額であ

る。 

(ウ) 事業税の損金算入額（別表Ⅱ③欄） ９４１万８６００円 

 上記金額は、平成１６年３月期更正処分により所得金額が増加したことに伴い生じた事業税

の金額であり、損金の額に算入されるものである。 

イ 課税所得金額に対する法人税額（別表Ⅱ⑤欄） １０億６６５１万５３００円 

 上記金額は、前記アの課税所得金額（国税通則法１１８条１項の規定に基づき１０００円未満

の端数を切り捨てた後のもの）に法人税法６６条に規定する税率を乗じて計算した金額である。 

ウ 法人税額から控除される特別控除額（別表Ⅱ⑥欄） ２億０８７９万７６９０円 

 上記金額は、平成１７年３月期確定申告書に記載された法人税額から控除される特別控除額で

ある。 

エ 法人税額に加算される使途秘匿金に対する税額（別表Ⅱ⑦欄） １２８万円 

 上記金額は、平成１７年３月期確定申告書に記載された法人税額に加算される使途秘匿金に対

する税額である。 

オ 法人税額計（別表Ⅱ⑧欄） ８億５８９９万７６１０円 

 上記金額は、前記イの金額から同ウの金額を差し引いた金額に同エの金額を加算したものであ

る。 

カ 法人税額から控除される所得税額（別表Ⅱ⑨欄） ２５１３万２１００円 

 上記金額は、平成１７年３月期確定申告書に記載された法人税額から控除される所得税額であ

る。 

キ 納付すべき税額（別表Ⅱ⑩欄） ８億３３８６万５５００円 

 上記金額は、前記オの金額から同カの金額を差し引いた金額（国税通則法１１９条１項の規定

に基づき１００円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

ク 既に納付の確定した本税額（別表Ⅱ⑪欄） ７億９５７３万６４００円 

 上記金額は、平成１７年３月期確定申告書における納付すべき法人税額である。 

ケ 差引納付すべき税額（別表Ⅱ⑫欄） ３８１２万９１００円 

 上記金額は、前記キの金額から同クの金額を差し引いた金額で、平成１７年３月期更正処分に

より原告が新たに納付すべき法人税額である。 

(3) 平成１８年３月期 

ア 課税所得金額（別表Ⅲ⑧欄） ３９億０６１０万０４０７円 

 上記金額は、次の(ア)の金額に(イ)の金額を加算した金額から(ウ)の金額を差し引いた金額で

ある。 
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(ア) 確定申告における所得金額（別表Ⅲ①欄） ３７億７２５６万８１３３円 

 上記金額は、原告が平成１８年６月２３日に東京上野税務署長に提出した平成１８年３月期

の法人税の確定申告書（以下「平成１８年３月期確定申告書」という。）に記載された所得金

額である。 

(イ) 所得金額に加算すべき金額（別表Ⅲ⑥欄） １億４３２９万３２７４円 

 上記金額は、次のａからｄまでの各金額を合計した金額である。 

ａ 寄附金の損金不算入額（別表Ⅲ②欄） ９００５万３２７４円 

 上記金額は、Ｂに出向した原告の従業員のうち３３名に対する給与の支給額の合計３億１

０５７万３５８９円のうち原告が負担した金額（１億５５２８万６６１４円）を支出寄附金

の額に含めて寄附金の損金不算入額を再計算したことにより増加した寄附金の損金不算入

額である。 

ｂ 完成工事原価の過大計上額（別表Ⅲ③欄） ５２４万円 

 上記金額は、外注費のうち、平成１８年３月期中に工事が完了していない「Ｄ線ほか５線

区信号設備修繕工事」に係る金額であり、未成工事支出金に該当し、損金の額に算入されな

いものである。 

ｃ 調査研究費の過大計上額（別表Ⅲ④欄） ３８００万円 

 上記金額は、Ｅ製品の使用料４８７５万円のうち、翌事業年度以降に係る使用料の金額で

あり、平成１８年３月期の損金の額に算入されないものである。 

ｄ 交際費等の損金不算入額（別表Ⅲ⑤欄） １０００万円 

 上記金額は、外注費として支出した金額（３億０１５０万円）のうち、租税特別措置法６

１条の４（平成１８年法律第１０号による改正前のもの）に規定する交際費等に該当する謝

礼金として支払った金額を支出交際費等の額に含めて交際費等の損金不算入額を再計算し

たことにより増加した交際費等の損金不算入額である。 

(ウ) 事業税の損金算入額（別表Ⅲ⑦欄） ９７６万１０００円 

 上記金額は、平成１７年３月期更正処分により所得金額が増加したことに伴い生じた事業税

の金額であり、損金の額に算入されるものである。 

イ 課税所得金額に対する法人税額（別表Ⅲ⑨欄） １１億７１８３万円 

 上記金額は、前記アの課税所得金額（国税通則法１１８条１項の規定に基づき１０００円未満

の端数を切り捨てた後のもの）に法人税法６６条に規定する税率を乗じて計算した金額である。 

ウ 法人税額から控除される特別控除額（別表Ⅲ⑩欄） ２６７２万８１０６円 

 上記金額は、平成１８年３月期確定申告書に記載された法人税額から控除される特別控除額で

ある。 

エ 法人税額計（別表Ⅲ⑪欄） １１億４５１０万１８９４円 

 上記金額は、前記イの金額から同ウの金額を差し引いた金額である。 

オ 法人税額から控除される所得税額（別表Ⅲ⑫欄） ２６６１万４０４４円 

 上記金額は、平成１８年３月期確定申告書に記載された法人税額から控除される所得税額であ

る。 

カ 納付すべき税額（別表Ⅲ⑬欄） １１億１８４８万７８００円 

 上記金額は、前記エの金額から同オの金額を差し引いた金額（国税通則法１１９条１項の規定

に基づき１００円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 
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キ 既に納付の確定した本税額（別表Ⅲ⑭欄） １０億７８４２万８２００円 

 上記金額は、平成１８年３月期確定申告書における納付すべき法人税額である。 

ケ 差引納付すべき税額（別表Ⅲ⑮欄） ４００５万９６００円 

 上記金額は、前記カの金額から同キの金額を差し引いた金額で、平成１８年３月期更正処分に

より原告が新たに納付すべき法人税額である。 
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別表Ⅰ 

平成１６年３月期の法人税額の計算 

（単位：円） 

区分 金額 

前回更正処分における課税所得金額 ① 5,227,252,691 

寄附金の損金不算入額 ② 98,111,322 

１
課
税
所
得
金
額 課税所得金額（①＋②） ③ 5,325,364,013 

２ 課税所得金額に対する法人税額 ④ 1,597,609,200 

３ 法人税額から控除される特別控除額 ⑤ 63,477,305 

４ 法人税額に加算される使途秘匿金に対する税額 ⑥ 792,000 

５ 法人税額計（④－⑤＋⑥） ⑦ 1,534,923,895 

６ 法人税額から控除される所得税額 ⑧ 23,951,046 

７ 納付すべき税額（⑦－⑧） ⑨ 1,510,972,800 ＊

８ 既に納付の確定した本税額 ⑩ 1,481,539,200 

９ 差引納付税額（⑨－⑩） ⑪ 29,433,600 

（注）「＊」が付された金額は、１００円未満の端数を切り捨てた金額である。 
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別表Ⅱ 

平成１７年３月期の法人税額の計算 

（単位：円） 

区分 金額 

確定申告における所得金額 ① 3,427,954,473 

寄附金の損金不算入額 ② 136,515,986 

事業税の損金算入額 ③ 9,418,600 

１ 

課
税
所
得
金
額 課税所得金額（①＋②－③） ④ 3,555,051,859 

２ 課税所得金額に対する法人税額 ⑤ 1,066,515,300 

３ 法人税額から控除される特別控除額 ⑥ 208,797,690 

４ 法人税額に加算される使途秘匿金に対する税額 ⑦ 1,280,000 

５ 法人税額計（⑤－⑥＋⑦） ⑧ 858,997,610 

６ 法人税額から控除される所得税額 ⑨ 25,132,100 

７ 納付すべき税額（⑧－⑨） ⑩ 833,865,500 ＊

８ 既に納付の確定した本税額 ⑪ 795,736,400 

９ 差引納付税額（⑩－⑪） ⑫ 38,129,100 

（注）「＊」が付された金額は、１００円未満の端数を切り捨てた金額である。 
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別表Ⅲ 

平成１８年３月期の法人税額の計算 

（単位：円） 

区分 金額 

確定申告における所得金額 ① 3,772,568,133 

寄附金の損金不算入額 ② 90,053,274 

完成工事原価の過大計上額 ③ 5,240,000 

調査研究費の過大計上額 ④ 38,000,000 

交際費等の損金不算入額 ⑤ 10,000,000 

加
算
金
額 

所得金額に加算すべき金額の合計 

（②＋③＋④＋⑤） 
⑥ 143,293,274 

事業税の損金算入額 ⑦ 9,761,000 

１ 

課
税
所
得
金
額 

課税所得金額（①＋⑥－⑦） ⑧ 3,906,100,407 

２ 課税所得金額に対する法人税額 ⑨ 1,171,830,000 

３ 法人税額から控除される特別控除額 ⑩ 26,728,106 

４ 法人税額計（⑨－⑩） ⑪ 1,145,101,894 

５ 法人税額から控除される所得税額 ⑫ 26,614,044 

６ 納付すべき税額（⑪－⑫） ⑬ 1,118,487,800 ＊

７ 既に納付の確定した本税額 ⑭ 1,078,428,200 

８ 差引納付税額（⑬－⑭） ⑮ 40,059,600 

（注）「＊」が付された金額は、１００円未満の端数を切り捨てた金額である。 



19 

（別紙３） 

本件各事業年度において原告に課されるべき過少申告加算税の額 

(1) 平成１６年３月期 ２９４万３０００円 

 上記金額は、平成１６年３月期更正処分により原告が新たに納付すべき法人税額２９４３万円

（ただし、国税通則法１１８条３項の規定に基づき１万円未満の端数金額を切り捨てた後のもの）

に対して、同法６５条１項に規定する１００分の１０の割合を乗じて計算した金額である。 

(2) 平成１７年３月期 ３８１万２０００円 

 上記金額は、平成１７年３月期更正処分により原告が新たに納付すべき法人税額３８１２万円

（ただし、国税通則法１１８条３項の規定に基づき１万円未満の端数金額を切り捨てた後のもの）

に対して、同法６５条１項に規定する１００分の１０の割合を乗じて計算した金額である。 

(3) 平成１８年３月期 ３５４万８０００円 

 上記金額は、平成１８年３月期更正処分により原告が新たに納付すべき法人税額４００５万９６

００円から、原告が別紙２の(3)ア(イ)ｂ及びｄのとおり平成１８年３月期の法人税の課税標準の

計算の基礎となるべき事実の全部又は一部を仮装し、その仮装したところに基づき平成１８年３月

期の確定申告書を提出していたことにより、国税通則法６８条１項、６５条１項の規定に基づいて

課される重加算税の対象となる税額４５７万２０００円を差し引いた３５４８万円（ただし、同法

１１８条３項の規定に基づき１万円未満の端数金額を切り捨てた後のもの）に対して、同法６５条

１項に規定する１００分の１０の割合を乗じて計算した金額である。 


